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◎ 高齢運転者対策の推進に関する規定の整備等 

 

【法令名】 

道路交通法の一部を改正する法律 

【掲載官報】 令和 2年 6月 10 日 号外第 114号 10ページ 

【法令番号】 令和 2年 6月 10 日 法律第 42号 

【管轄省庁】 警察庁 

【施行期日】 公布の日から起算して 2年を超えない範囲内において政令で定める日から施行 

 ※一部を除く 

【法令のあらまし】 １ 高齢運転者対策の推進に関する規定の整備 

 ㈠ 運転技能検査に関する規定の整備（第 97条の 2及び第 101条の 4関係） 

  ⑴ 75 歳以上の者（普通自動車対応免許を現に受けている者であって、一定の基準に該当するものに限る。）は、運転免許証

の更新を受けようとする場合には、運転免許証の更新期間が満了する日前 6月以内に、普通自動車等の運転について必要な

技能に関する検査（以下「運転技能検査」という。）を受けていなければならないこととした。運転免許が失効した後 6月以

内の者等が運転免許の再取得に係る運転免許試験の一部の免除を受けようとする場合も同様とすることとした。 

  ⑵ 公安委員会は、運転技能検査の結果が一定の基準に該当する者に対し、運転免許証の更新又は運転免許試験の一部の免除

をしないことができることとした。 

 ㈡ 申請による運転免許の条件の付与等に関する規定の整備（第 91条の 2関係） 

  ⑴ 運転免許を受けた者は、公安委員会に対し、運転免許に、その者が運転することができる自動車等の種類を限定するなど

一定の条件を付し、又はこれを変更することを申請することができることとした。 

  ⑵ ⑴による申請を受けた公安委員会は、当該申請に係る運転免許に条件を付し、又は当該申請に係る運転免許に付されてい

る条件を変更するものとした。 

 ㈢ 運転免許取得者等検査の認定に関する規定の整備（第 97条の 2、第 101条の 4及び第 108条の 32の三関係） 

  ⑴ 運転免許を現に受けている者等に対し加齢に伴って生ずるその者の身体の機能又は運転の技能の低下が自動車等の運転に

及ぼす影響を確認するための検査を、自動車教習所である施設その他の施設を用いて行う者は、その方法の区分ごとに、公
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安委員会に申請して、当該検査が一定の基準に適合している旨の認定を受けることができることとした。 

  ⑵ ⑴の認定を受けた検査のうち認知機能検査又は運転技能検査と同等の効果がある方法の基準に適合するものについて、認

知機能検査又は運転技能検査と同様に取り扱うこととした。 

２ 運転免許の受験資格の見直し等に関する規定の整備 

 ㈠ 運転免許の受験資格の特例に関する規定の整備（第 96条関係） 

  ⑴ 一定の教習を修了した者は、普通自動車免許等を受けていた期間が通算して 1年以上である場合には、大型自動車免許及

び中型自動車免許の運転免許試験を受けることができることとした。 

  ⑵ 一定の教習を修了した者は、19歳以上であり、かつ、普通自動車免許等を受けていた期間が通算して 1年以上である場合

には、第 2種運転免許の運転免許試験を受けることができることとした。 

 ㈡ 若年運転者講習に関する規定の整備（第 102条の 3、第 108条の 2、第 108条の 3の 3、第 108条の 4及び第 108条の 5関係） 

  ⑴ ㈠の特例により取得した特例取得免許を現に受けている者であって、特例取得免許を最初に受けた日から 21歳に達するま

での間（特例取得免許を受けていない期間及び 20歳に達した日以後特例取得免許のうち中型自動車免許のみを受けている期

間を除く。以下「若年運転者期間」という。）に自動車等の運転に関し道路交通法（昭和 35年法律第 105号）の規定等に違

反する行為をし、当該行為が一定の基準に該当することとなったものに対し、若年運転者講習の受講を義務付けることとし

た。 

  ⑵ 公安委員会は、若年運転者講習を指定講習機関に行わせることができることとした。 

 ㈢ 若年運転者期間に係る取消しに関する規定の整備（第 104条の 2の 4関係） 

 公安委員会は、若年運転者講習の通知を受けた者が若年運転者講習を受けないと認めるとき又は若年運転者講習を終了した

者が、当該講習を終了した後若年運転者期間が経過することとなるまでの間に自動車等の運転に関し道路交通法の規定等に違

反する行為をし、当該行為が一定の基準に該当することとなったときは、その者が受けている特例取得免許を取り消さなけれ

ばならないこととした。 

３ 悪質・危険運転者対策の推進に関する規定の整備 

㈠  妨害運転に対する罰則の創設（第 117条の 2及び第 117条の 2の 2関係） 

  ⑴ 他の車両等の通行を妨害する目的で、一定の違反行為であって、当該他の車両等に道路における交通の危険を生じさせる

おそれのある方法によるものをした者に対する罰則を創設することとした。 
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  ⑵ ⑴の罪を犯し、よって高速自動車国道等において他の自動車を停止させ、その他道路における著しい交通の危険を生じさ

せた者に対する罰則を創設することとした。 

 ㈡ 運転免許を受けることができない期間等に関する規定の整備（第 90条、第 103条及び第 107条の 5関係） 

 公安委員会は、運転免許を受けた者が㈠の⑵の行為をしたときは、その者の運転免許を取り消すことができることとすると

ともに、3年以上 10年を超えない範囲内で当該処分を受けた者が運転免許を受けることができない期間を指定すること等がで

きることとした。 

 ㈢ 運転免許の効力の仮停止に関する規定の整備（第 103条の 2関係） 

 ㈠の⑵の行為をし、よって交通事故を起こして人を死亡させ、又は傷つけた場合について、運転免許の効力の仮停止の対象

とすることとした。 

４ その他 

 ㈠ 普通自転車の定義に係る規定等の見直しに関する規定の整備（第 2条、第 17条及び第 63条の 3関係） 

  ⑴ 車体の大きさ及び構造が他の歩行者の通行を妨げるおそれのないものとして一定の基準に該当する車両を押して歩いてい

る者は、歩行者とすることとした。 

  ⑵ 車体の大きさ及び構造が自転車道における他の車両の通行を妨げるおそれのないものとして一定の基準に該当する車両

は、自転車道を通行することができることとした。 

  ⑶ 普通自転車の定義を見直し、四輪以上の自転車についても、普通自転車に該当し得ることとした。 

 ㈡ 停車及び駐車を禁止する場所の規制から除外する対象の拡大に関する規定の整備（第 44条関係） 

 停車及び駐車を禁止する場所の規制から除外する対象に、自家用有償旅客運送等の用に供する自動車が、乗客の乗降等のため

の乗合自動車の停留所等における停車又は駐車であって、地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保するために有用であり、かつ、

道路又は交通の状況により支障がないことについて、関係者が合意し、その旨を公安委員会が公示したものをする場合を加える

こととした。 

 ㈢ 車輪止め装置の取付けの措置による違法駐車行為の防止に係る規定の削除（第 51条の 2関係） 

 車輪止め装置の取付けの措置による違法駐車行為の防止に係る規定を削除することとした。 

 ㈣ 初心運転者標識に係る規定の見直しに関する規定の整備（第 71条及び第 71条の 5関係） 

  ⑴ 準中型自動車免許を受けた者で当該準中型自動車免許を受けていた期間が通算して 1年に達しないものは、普通自動車の
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前面及び後面に初心運転者標識を付けないで普通自動車を運転してはならないこととした。 

  ⑵ 自動車を運転する場合において、初心運転者標識等の表示義務がある者が当該標識等を付けた準中型自動車を運転してい

るときは、危険防止のためやむを得ない場合を除き、進行している当該準中型自動車の側方に幅寄せをするなどしてはなら

ないこととした。 

 ㈤ 運転免許試験の一部免除に関する規定の整備（第 97条の 2及び第 108条の 32の 2関係） 

 運転免許が失効した後 6月以内の者等が運転免許の再取得に係る運転免許試験の一部免除を受けようとする場合において、更

新時講習又は高齢者講習と同等の効果がある講習等を受けた者を、更新時講習又は高齢者講習を受けた者と同様に取り扱うもの

とした。 

 ㈥ 診断書提出命令に関する規定の整備（第 102条関係） 

 公安委員会は、運転免許試験に合格した者又は運転免許を受けた者が一定の病気等に該当する疑いがあるときは、一定の要件

を満たす医師の診断書を提出すべき旨を命ずることができることとした。 

５ 経過措置 

  所要の経過措置を設けることとした。 

【改正される法令】 ・ 道路交通法（昭和 35年法律第 105号） 

・ 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（昭和 42年法律第 131号） 

・ 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律（平成 13年法律第 57号） 

・ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号） 

 


